
介護老人保健施設レストア横浜 

 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

重要事項説明書 

（令和 8年 5月 1日改訂） 

第１条（事業の目的） 

要介護状態又は要支援状態にある者（以下「要介護者等」という）に対し、 

適正な訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーションを提供することを目的とする。 

 

第２条（運営の方針） 

１．事業所の従事者は、要介護者等が、居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるよう、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行うことにより、利用

者の心身の機能の維持回復を図る。 

２．訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーションの実施にあたっては、利用者の要介護

状態の軽減若しくは悪化の防止又は要介護状態となることの予防に資するようその目的を設定し、

その目的に沿ったリハビリテーションを計画的に行う。 

３．訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーションの実施にあたっては、関係区市町村、

地域包括支援センター、地域の保健・医療福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービス

の提供に努める。 

 

第３条（施設の概要） 

施設の名称等 

   ・施設名          介護老人保健施設 レストア横浜 

      ・所在地          神奈川県横浜市南区六ッ川 3-5-1 

   ・電話番号       045-713-0111  ・ファックス番号 045-713-0002 

・事業所番号     1450580019 

・併設サービス    長期入所・短期入所療養介護・通所リハビリ・居宅介護支援センター 

      ・管理者名        理学療法士 石井 紳也 

   ・職員数       理学療法士・作業療法士・言語聴覚士 15 名以上 

 

第 4 条（訪問リハビリ・介護予防訪問リハビリテーションの内容） 

・営業日       月～土曜日 

・休日    日、12 月 31 日～1月 3日 

・営業時間      8：30～17：30 

・サービス提供時間  9：00～17：00 

・サービスの内容   主治医の診療情報提供書（指示書）、ケアプランに基づき行います。 

訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション計画に基づき、

利用者に対して訪問リハビリテーションのサービスを提供します。 

 

 

 

 



・サービスの提供地域 

南区の一部 六ッ川 1～4 丁目、永田山王台、永田みなみ台、永田台、永田南 1～2 丁目、永田東 1～3丁目、

永田北 1～3 丁目、井土ヶ谷上町、井土ヶ谷中町、井土ケ谷下町、中里町、中里 1～4 丁目、 

別所 1～7 丁目、別所中里台、大橋町、中島町、通町、若宮町、南太田 1～4 丁目、花ノ木町、

宿町（1）～（2）、宮元町、共進町、榎町（1）～（2）、東蒔田町 

港南区の一部 最戸 1～2 丁目、芹が谷 1～2丁目、東芹が谷 

 

第 5 条（当事業所の職員体制） 

職 種 資格   

管理者 理学療法士等 1 名 老健と常勤兼務 

医師 医師 1 名 老健と常勤兼務 

職 員 理学療法士・作業療法士 3 名・3名 老健と常勤兼務 

 

第６条（料金） 

利用料金については別紙１にて参照 

保険適用時の場合でも、保険料の滞納等により、保険給付金が直接事業者に支払われない場合があります。

その場合は、いったん１日あたりの利用料金を頂き、サービス提供証明書を発行いたします。サービス提供証

明書を後日、区役所の窓口に提出を推奨いたします。 

また、通常の事業の実施地域を越えて行う訪問リハビリテーション等に要した交通費は徴収いたしません。 

 

第７条（キャンセル規定） 

利用者の都合でサービスを中止する場合、下記のキャンセル料がかかります。 

時 期 キャンセル料 

ご利用日の前日 17：30 までに連絡頂いた場合 無料 

ご利用日の前日 17：30 までに連絡がない場合 １提供当りの利用者負担額（費用の１0割） 

※利用者の容体の急変など、緊急やむを得ない事情がある場合は、キャンセル料は請求いたしません。 

 

第８条（支払い方法） 

毎月、１５日頃までに前月分の請求書を発行いたしますので、月末までにお支払ください。 

お支払い頂きますと領収書を発行いたします。 

お支払い方法は、現金、銀行振込、口座引落しの中からお選び下さい。 

 

第９条（契約期間） 

１．利用契約は利用者が契約書を当事業所に提出した時から効力を有します。 

但し代理人に変更があった場合は、新たに契約を得ることとします。 

２．利用者の健康上の理由による中止 

① 病気の際はサービス提供をお断りする場合がございます。 

② 当日の健康状態が悪い場合、サービス内容の変更又は中止することがあります。 

その場合、家族に連絡の上、適切に対応いたします。 

③ 利用中に、体調が悪くなった場合、サービスを中止することがあります。 



その場合、家族に連絡の上、適切に対応いたします。また必要に応じて速やかに、 

主治医に連絡を取る等、必要な措置を講じます。 

３．以下の場合は、連絡がなくてもサービス提供を自動的に終了させて頂きます。 

  ①病院・介護保険施設などへ入院、入所した場合 

  ②利用者がお亡くなりになった場合 

  ③要介護認定の更新で非該当となった場合 

 

第１０条（事故発生時の対応・再発防止） 

利用者に対する訪問リハビリテーション等の提供により事故が発生した場合は、当該利用者の家族、介護

支援専門員又は地域包括支援センター及び市町村等に連絡するとともに、必要な措置を講じます。 

また事故発生後は、事故内容を記録し事故の起こった要因を十分に検討し、原因解明を行い再発防止に努め

ます。 

 

第１１条（居宅介護支援事業者との連携） 

１．利用者の要望により訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーションの変更を希望する場

合は、利用者に係る居宅介護支援事業者への連絡、その他の必要な援助を行います。 

２．訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーションを提供するにあたっては、居宅介護支援

事業者等と綿密な連携に努め、サービスの終了に際しては利用者及び家族等に必要な助言、指導を行

うとともに、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に対する情報の提供、連絡調整及び連携に努め

ます。 

３．事業所は、利用者に係る居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心

身の状況、環境、他のサービス利用状況等の把握に努めます。 

 

第１２条（個人情報の取扱い） 

当事業所は利用者からご提供していただいた、利用者および家族に関する情報については使用目的を限

定します。個人情報使用同意書に記載された目的以外に使用する場合はその都度説明を行い利用者の同意

を得られた場合のみ使用させていただきます。この秘密保持義務は、利用者との契約終了後も同様としま

す。秘密保持義務は、従事者の在籍中及び離職後もその効力を有する旨を雇用契約書等に明記しています。 

 

第１３条（相談・苦情・要望等） 

サービスに関する相談、苦情及び要望等（以下「相談」という。）については、下記の窓口にて対応いた

します。ご相談については真摯に受け止め、誠意を持って問題の解決に臨み、常に従事者として資質の向

上に努めます。サービス利用に関する苦情などは以下の担当者まで連絡ください。苦情窓口担当者・訪問

リハビリ責任者・担当理学療法士・作業療法士等で内容の検討を行い回答いたします。 

 

 

介護老人保健施設レストア横浜 訪問リハビリテーション相談窓口 

相談受付時間 ８：３０～１７：３０ 

電話番号 ０４５－７１３－０１１１ 担当：リハビリ科 石井 紳也 

 

 



その他の相談・苦情窓口 

区の窓口： 

南区高齢・障害支援課 

 

０４５－３４１－１１３８ 

神奈川県国民健康保険団体連合会の窓口： 

国保連合会介護苦情相談課 

 

０４５－３２９－３４４７ 

はまふくコール： 

横浜市健康福祉局 介護事業指導課 

 

０４５－２６３－８０８４ 

 

第１４条（虐待の防止） 

虐待の発生又はその再発を防止するため、事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、

従事者に周知徹底を図ります。また虐待の防止のための指針を整備し、従事者に対し虐待の防止のための研修

を定期的に実施します。サービス提供中に、当該事業所従事者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護

する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに市町村に通報いたします。 

 

第１5 条（事業者及びサービス従事者の義務）  

当事業者及びサービス従事者は、サービスの提供にあたって利用者の生命、身体の安全に配慮するもの

とします。 

当事業者は、サービス従事者の清潔保持及び健康管理において必要な管理ならびに設備・備品等の衛生

管理に努めるものとします。 

 

第１6 条（その他運営に関する重要事項） 

 事業者は、従業者の資質向上を図るため、全ての従業者に対し、以下のとおり研修機会を設けるものと

し、業務体制を整備します。 

（1）採用時研修 採用後１か月以内に実施 

（2）継 続 研 修 年１回以上実施 


